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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　加入者局の電力消費を減少させる方法において、
　冗長量を決定し、
　外部デコーダが受信フレームを正しくデコードするために、内部デコーダにより正しく
受信およびデコードされなければならないフレームの数を決定し、
　前記決定された数のフレームが正しく受信されたときに、フレームの受信を終了するこ
とを含み、
　前記フレームの数の決定は、前記決定された冗長量にしたがって実行される方法。
【請求項２】
　前記冗長量を決定することは、
　受信フレームとは無関係に冗長量を提供することを含む請求項１記載の方法。
【請求項３】
　前記冗長量を決定することは、
　受信フレームのエンコーディングレートを決定し、
　エンコーディングレートにしたがって冗長量を決定することを含む請求項１記載の方法
。
【請求項４】
　前記決定された冗長量にしたがって正しく受信されなければならないフレームの数を決
定することは、
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　正しく受信されなければならないフレームの最小数を決定することを含む請求項１記載
の方法。
【請求項５】
　前記正しく受信されなければならないフレームの決定された最小数を第１の数だけ増加
させることをさらに含む請求項４記載の方法。
【請求項６】
　前記受信フレームのエンコーディングレートを決定することは、
　受信フレームにしたがって受信フレームのエンコーディングレートを決定することを含
む請求項３記載の方法。
【請求項７】
　前記受信フレームのエンコーディングレートを決定することは、
　受信フレームとは無関係に受信フレームのエンコーディングレートを提供することを含
む請求項３記載の方法。
【請求項８】
　前記決定された数のフレームが正しく受信されたときに、フレームの受信を終了するこ
とは、
　前記決定された数のフレームが正しく受信され、加入者局がフレームを受信する義務を
負っている時間が終了したときに、フレームの受信を終了することを含む請求項１記載の
方法。
【請求項９】
　加入者局の電力消費を減少させる装置において、
　プロセッサと、
　前記プロセッサと通信可能に結合され、
　　冗長量を決定し、
　　外部デコーダが受信フレームを正しくデコードするために、内部デコーダにより正し
く受信およびデコードされなければならないフレームの数を決定し、
　　前記決定された数のフレームが正しく受信されたときに、フレームの受信を終了させ
るための
　前記プロセッサにより実行可能な命令セットを有する記憶媒体とを具備し、
　前記フレームの数の決定は、前記決定された冗長量にしたがって実行される装置。
【請求項１０】
　受信フレームとは無関係に冗長量を決定するための命令セットを実行することにより、
冗長量を決定するように前記プロセッサが構成されている請求項９記載の装置。
【請求項１１】
　受信フレームのエンコーディングレートを決定し、
　エンコーディングレートにしたがって冗長量を決定するための
　命令セットを実行することにより、冗長量を決定するように前記プロセッサが構成され
ている請求項９記載の装置。
【請求項１２】
　正しく受信されなければならないフレームの最小数を決定するための命令セットを実行
することにより、前記決定された冗長量にしたがって正しく受信されなければならないフ
レームの数を決定するように前記プロセッサが構成されている請求項９記載の装置。
【請求項１３】
　前記正しく受信されなければならないフレームの決定された最小数を第１の数だけ増加
させるための命令セットを実行するように前記プロセッサがさらに構成されている請求項
１２記載の装置。
【請求項１４】
　受信フレームにしたがって受信フレームのエンコーディングレートを決定するための命
令セットを実行することにより、受信フレームのエンコーディングレートを決定するよう
に前記プロセッサが構成されている請求項１１記載の装置。
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【請求項１５】
　受信フレームとは無関係に受信フレームのエンコーディングレートを決定するための命
令セットを実行することにより、受信フレームのエンコーディングレートを決定するよう
に前記プロセッサが構成されている請求項１１記載の装置。
【請求項１６】
　前記決定された数のフレームが正しく受信され、加入者局がフレームを受信する義務を
負っている時間が終了したときに、フレームの受信を終了させるための命令セットを実行
することにより、前記決定された数のフレームが正しく受信されたときに、フレームの受
信を終了させるように前記プロセッサが構成されている請求項９記載の装置。
【請求項１７】
　加入者局の電力消費を減少させる装置において、
　冗長量を決定する手段と、
　外部デコーダが受信フレームを正しくデコードするために、内部デコーダにより正しく
受信およびデコードされなければならないフレームの数を決定する手段と、
　前記決定された数のフレームが正しく受信されたときに、フレームの受信を終了させる
手段とを具備し、
　前記フレームの数の決定は、前記決定された冗長量にしたがって実行される装置。
【請求項１８】
　前記冗長量を決定する手段は、
　受信フレームとは無関係に冗長量を提供する手段をさらに備える請求項１７記載の装置
。
【請求項１９】
　前記冗長量を決定する手段は、
　受信フレームのエンコーディングレートを決定する手段と、
　前記エンコーディングレートにしたがって冗長量を決定する手段とをさらに備える請求
項１７記載の装置。
【請求項２０】
　前記決定された冗長量にしたがって正しく受信されなければならないフレームの数を決
定する手段は、
　受信されなければならないフレームの最小数を決定する手段をさらに備える請求項１７
記載の装置。
【請求項２１】
　前記正しく受信されなければならないフレームの決定された最小数を第１の数だけ増加
させる手段をさらに備える請求項２０記載の装置。
【請求項２２】
　前記受信フレームのエンコーディングレートを決定する手段は、
　受信フレームにしたがって受信フレームのエンコーディングレートを決定する手段をさ
らに備える請求項１９記載の装置。
【請求項２３】
　前記受信フレームのエンコーディングレートを決定する手段は、
　受信フレームのエンコーディングレートを決定する手段をさらに備え、
　前記受信フレームのエンコーディングレートを決定する手段は、受信フレームとは無関
係に受信フレームのエンコーディングレートを提供する手段をさらに有する、請求項１９
記載の装置。
【請求項２４】
　前記決定された数のフレームが正しく受信されたときに、フレームの受信を終了させる
手段は、
　前記決定された数のフレームが正しく受信され、加入者局がフレームを受信する義務を
負っている時間が終了したときに、フレームの受信を終了させる手段をさらに備える請求
項１７記載の装置。
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【請求項２５】
　ステップをプロセッサに実行させるように構成されたプロセッサ実行可能ソフトウェア
命令を記憶している有体的記憶媒体において、
　前記ステップは、
　冗長量を決定するステップと、
　外部デコーダが受信フレームを正しくデコードするために、内部デコーダにより正しく
受信およびデコードされなければならないフレームの数を決定ステップと、
　前記決定された数のフレームが正しく受信されたときに、フレームの受信を終了させる
ステップとを含み、
　前記フレームの数の決定は、前記決定された冗長量にしたがって実行される有体的記憶
媒体。
【請求項２６】
　前記有体的記憶媒体は、さらなるステップをプロセッサに実行させるように構成された
プロセッサ実行可能ソフトウェア命令を有し、
　前記さらなるステップは、
　受信フレームとは無関係に冗長量を提供するステップを含む請求項２５記載の有体的記
憶媒体。
【請求項２７】
　前記有体的記憶媒体は、さらなるステップをプロセッサに実行させるように構成された
プロセッサ実行可能ソフトウェア命令を有し、
　前記さらなるステップは、
　受信フレームのエンコーディングレートを決定するステップと、
　エンコーディングレートにしたがって冗長量を決定するステップを含む請求項２５記載
の有体的記憶媒体。
【請求項２８】
　前記有体的記憶媒体は、さらなるステップをプロセッサに実行させるように構成された
プロセッサ実行可能ソフトウェア命令を有し、
　前記さらなるステップは、
　受信されなければならないフレームの最小数を決定するステップを含む請求項２５記載
の有体的記憶媒体。
【請求項２９】
　前記有体的記憶媒体は、さらなるステップをプロセッサに実行させるように構成された
プロセッサ実行可能ソフトウェア命令を有し、
　前記さらなるステップは、
　前記正しく受信されなければならないフレームの決定された最小数を第１の数だけ増加
させるステップを含む請求項２８記載の有体的記憶媒体。
【請求項３０】
　前記有体的記憶媒体は、さらなるステップをプロセッサに実行させるように構成された
プロセッサ実行可能ソフトウェア命令を有し、
　前記さらなるステップは、
　受信フレームにしたがって受信フレームのエンコーディングレートを決定するステップ
を含む請求項２７記載の有体的記憶媒体。
【請求項３１】
　前記有体的記憶媒体は、さらなるステップをプロセッサに実行させるように構成された
プロセッサ実行可能ソフトウェア命令を有し、
　前記さらなるステップは、
　受信フレームのエンコーディングレートを決定するステップを含み、
　前記受信フレームのエンコーディングレートを決定するステップは、
　受信フレームとは無関係に受信フレームのエンコーディングレートを提供することをさ
らに含む請求項２７記載の有体的記憶媒体。
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【請求項３２】
　前記有体的記憶媒体は、さらなるステップをプロセッサに実行させるように構成された
プロセッサ実行可能ソフトウェア命令を有し、
　前記さらなるステップは、
　前記決定された数のフレームが正しく受信され、加入者局がフレームを受信する義務を
負っている時間が終了したときに、フレームの受信を終了させるステップを含む請求項２
５記載の有体的記憶媒体。
【発明の詳細な説明】
【分野】
【０００１】
　本発明はワイヤラインまたはワイヤレス通信システムにおける、ブロードキャスト通信
、さもなければ１点対多点として知られている通信に関する。特に、本発明はこのような
ブロードキャスト通信システムにおいて外部デコーダを利用するためのシステムおよび方
法に関する。
【背景】
【０００２】
　通信システムは発信局から物理的に異なる宛先局に情報信号の送信を可能にするように
開発されてきた。通信チャネルを通して発信局から情報信号を送信する際に、情報信号は
最初に通信チャネルを通して効率的に送信するのに適した形態に変換される。情報信号の
変換、すなわち変調は、結果として得られる変調搬送波のスペクトルが通信チャネル帯域
幅内に制限されるような方法で、情報信号にしたがって搬送波のパラメータを変化させる
ことを伴う。宛先局において、元の情報信号は通信チャネルを通して受信された変調搬送
波から複製される。このような複製は発信局により使用される変調プロセスの逆を使用す
ることにより一般的になされる。
【０００３】
　変調はまた多元接続、すなわち共通通信チャネルを通していくつかの信号を同時送信お
よび／または受信することを促進する。多元接続通信システムには、共通通信チャネルに
連続してアクセスするのではなく、比較的短い期間の間欠サービスを要求する複数の加入
者ユニットを含むことが多い。時分割多元接続（ＴＤＭＡ）、周波数分割多元接続（ＦＤ
ＭＡ）、および振幅変調多元接続（ＡＭ）のような、いくつかの多元接続技術が技術的に
知られている。他のタイプの多元接続技術はコード分割多元接続（ＣＤＭＡ）スペクトル
拡散システムであり、これは以後ＩＳ－９５標準規格として呼ぶ“デュアルモードワイド
バンドスペクトル拡散セルラシステム用のＴＩＡ／ＥＩＡ／ＩＳ－９５移動局－基地局互
換性標準規格”に準拠する。多元接続通信システムにおいてＣＤＭＡ技術を使用すること
は、“衛星または地上中継器を使用するスペクトル拡散多元接続通信システム”と題する
米国特許第４，９０１，３０７号、および“ＣＤＭＡセルラ電話システムにおいて波形を
発生させるシステムおよび方法”と題する米国特許第５，１０３，４５９号において開示
されており、両米国特許は本発明の譲受人に譲渡されている。
【０００４】
　多元接続通信システムはワイヤレスまたはワイヤラインであり、音声および／またはデ
ータを伝える。音声とデータの両方を伝える通信システムの例はＩＳ－９５標準規格にし
たがったシステムであり、ＩＳ－９５標準規格は通信チャネルを通して音声とデータを送
信することを規定している。固定サイズのコードチャネルフレームでデータを送信する方
法は“送信用データをフォーマットする方法および装置”と題する米国特許第５，５０４
，７７３号で詳細に説明されており、この米国特許は本発明の譲受人に譲渡されている。
ＩＳ－９５標準規格にしたがうと、データまたは音声がコードチャネルフレームに分割さ
れ、コードチャネルフレームは２０ミリ秒幅であり、１４．４Ｋｂｐｓ程度のデータレー
トを持つ。音声とデータの両方を伝える通信システムの追加的な例は“第３世代パートナ
ーシッププロジェクト”（３ＧＰＰ）に準拠する通信システムを含み、３ＧＰＰは文書番
号、３Ｇ　ＴＳ　２５．２１１、３Ｇ　ＴＳ　２５．２１２、３Ｇ　ＴＳ　２５．２１３
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、および３Ｇ　ＴＳ　２５．２１４（Ｗ－ＣＤＭＡ標準規格）、または“ｃｄｍａ２００
０スペクトル拡散システム用のＴＲ－４５．５物理レイヤ標準規格”（ＩＳ－２０００標
準規格）を含む一組の文書に具体化されている。
【０００５】
　データのみの通信システムの例は高データレート（ＨＤＲ）通信システムであり、以後
ＩＳ－８５６標準規格として呼ぶＴＩＡ／ＥＩＡ／ＩＳ－８５６工業標準規格に準拠する
。このＨＤＲシステムは、１９９７年１１月３日に出願され、本発明の譲受人に譲渡され
、“高レートパケットデータ送信のための方法および装置”と題する同時継続中の出願第
０８／９６３，３８６号に開示されている通信システムに基づいている。ＨＤＲ通信シス
テムは３８．４ｋｂｐｓから２．４Ｍｂｐｓの範囲のデータレートのセットを規定し、こ
のデータレートでアクセスポイント（ＡＰ）はデータを加入者局（アクセスターミナルＡ
Ｔ）に送信する。ＡＰは基地局に類似していることから、セルおよびセクタに関する技術
は音声システムに関するものと同じである。
【０００６】
　多元接続ワイヤレス通信システムでは、ユーザ間の通信は１つ以上の基地局を通して行
われる。１つの加入者局における第１のユーザは、基地局へのリバースリンク上でデータ
を送信することにより第２の加入者局における第２のユーザに通信する。基地局はデータ
を受信し、データを別の基地局にルーティングすることができる。データは同じ基地局、
または他の基地局のフォワードリンク上で第２の加入者局に送信される。フォワードリン
クは基地局から加入者局への送信に関係し、リバースリンクは加入者局から基地局への送
信に関係する。同様に、通信は１つの加入者局上の第１のユーザと地上線局上の第２のユ
ーザとの間で行うことができる。基地局はリバースリンク上でユーザからのデータを受信
し、公衆電話交換ネットワーク（ＰＳＴＮ）を通してデータを第２のユーザにルーティン
グする。例えば、ＩＳ－９５、Ｗ－ＣＤＭＡ、ＩＳ－２０００のような多くの通信システ
ムでは、フォワードリンクとリバースリンクは別々の周波数に割り当てられている。
【０００７】
　上述したワイヤレス通信サービスは１点対１点通信サービスの例である。対照的に、ブ
ロードキャストサービスは中央局から多点への通信サービスを提供する。ブロードキャス
トシステムの基本モデルは１つ以上の中央局により取り扱われるユーザのブロードキャス
トネットから構成されている。１つ以上の中央局はある内容、例えばニュース、映画、ス
ポーツイベントおよびこれらに類するものを伴う情報をユーザに送信する。各ブロードキ
ャストネットユーザの加入者局は共通のブロードキャストフォワードリンク信号を監視す
る。中央局は固定的に内容を決定することから、ユーザは一般的に通信を戻さない。ブロ
ードキャストサービス通信システムの一般的な用法の例はＴＶブロードキャスト、ラジオ
ブロードキャスト、およびこれらに類するものである。このような通信システムは一般的
に高度に特殊化された特定目的用に作られた通信システムである。ワイヤレスセルラ電話
システムにおける最近の進歩により、主に１点対１点セルラ電話システムの既存のインフ
ラストラクチャをブロードキャストサービスに利用する関心事がある。ここで使用するよ
うに、用語“セルラ”システムはセルラおよびＰＣＳ周波数の両方を利用する通信システ
ムを含む。
【０００８】
　通信システム中のターミナル間で交換されるべき情報信号は複数のパケットに組織化さ
れることが多い。この説明のために、パケットはバイトのグループであり、データ（ペイ
ロード）と制御エレメントを含み、特定フォーマットに構成されている。制御エレメント
は、例えばプリアンブルと品質メトリックを含む。品質メトリックは例えば巡回冗長検査
（ＣＲＣ）、パリティビット、当業者に知られている他のタイプのメトリックを含む。パ
ケットは通常通信チャネル構造にしたがってメッセージにフォーマットされる。適切に変
調され、発信ターミナルと宛先ターミナルとの間を移動するメッセージは、通信チャネル
の特性、例えば信号対雑音比、フェーディング、時間変動、他のこのような特性により影
響を受ける。このような特性は異なる通信チャネルで異なって変調信号に影響を与える。
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結果として、ワイヤレス通信チャネルを通しての変調信号の送信は、例えば同軸ケーブル
または光ケーブルのようなワイヤのような通信チャネルを通しての変調信号の送信とは異
なる考察を必要とする。特定の通信チャネルに対して適切な変調を選択することに加えて
、情報信号を保護するための他の方法が考案されている。このような方法は、例えばエン
コーディング、シンボル反復、インターリーブ、当業者に知られている他の方法を含む。
しかしながら、これらの方法はオーバーヘッドを増加させる。したがって、メッセージ配
信の信頼性とオーバーヘッド量との間の工学的妥協がなされなければならない。情報の上
述した保護であってさえ、通信チャネルの条件は宛先局がメッセージを含むパケットのい
くつかをおそらくデコード（消去）することができないポイントまで低下することがある
。データのみの通信システムでは、宛先局による発信局への自動再送信要求（ＡＲＱ）を
使用して非デコード化パケットを再送信することが救済法である。しかしながら、先に説
明したように、加入者は基地局に通信を戻さない。さらに、加入者がＡＲＱを通信するこ
とを許容されている場合でさえ、この通信は通信システムをオーバーロードさせるかもし
れない。結果として、情報保護の他の手段が望まれる。
【０００９】
　上述のことに基づくと、このようなブロードキャスト通信システムにおいて外部デコー
ダを利用するための方法およびシステムに対する技術的な必要性が存在する。
【発明の開示】
【発明の概要】
【００１０】
　ここで開示されている実施形態は外部デコーダを利用する方法を実行する方法およびシ
ステムを提供することにより上述した必要性を取り扱う。外部デコーダの使用は、正しく
受信されなければならないフレームの数を決定し、決定された数のフレームが正しく受信
されたときに、フレームの受信を終了することにより、加入者局の電力消費を減少させる
ことをさらに促進する。
【００１１】
　本発明の他の観点では、外部デコーダの使用は、加入者局において、第１のセクタから
共通ブロードキャストチャネル上で送信されるフレームを受信し、加入者局において、ハ
ンドオフに対する必要性を決定し、加入者局において、第１のセクタを含むソフトハンド
オフグループとは異なるソフトハンドオフグループに属する少なくとも１つのセクタを識
別し、正しく受信されなければならない現在のバッファからのフレームの数を決定し、決
定された数のフレームが正しく受信されたときに、フレームの受信を終了し、識別された
少なくとも１つのセクタからのフレームの受信を開始することにより、共通ブロードキャ
ストチャネル上でハードハンドオフをするための改良された方法をさらに促進する。
【００１２】
　本発明の他の観点では、外部デコーダの使用は、加入者局において、発信システム中の
セクタからのチャネル上でサービスを受信し、加入者局において、ハンドオフに対する必
要性を決定し、加入者局において、宛先システムを識別し、正しく受信されなければなら
ない現在のバッファからのフレームの数を決定し、決定された数のフレームが正しく受信
されたときに、フレームの受信を終了し、宛先システムの周波数に同調し、宛先システム
の少なくとも１つのセクタが加入者局において捕捉された場合に、少なくとも１つのセク
タからのチャネル上でサービスを受信することにより、周波数間ハードハンドオフのため
の改良された方法をさらに促進する。
【００１３】
　本発明の他の観点では、外部デコーダの使用は、送信バッファにおけるパリティ部分の
内容の一部をシグナリング情報で置換し、共通ブロードキャストチャネル上で決定された
時間において送信バッファの内容を送信することにより、シグナリング用の共通ブロード
キャストチャネルを利用することをさらに促進する。
【詳細な説明】
【００１４】
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　定義　
　語“例示的”はここでは“例、事例、または実例として機能”することを意味させるた
めに使用される。“例示的”としてここで説明されている任意の実施形態は、他の実施形
態に対して好ましいまたは有利なものとして解釈される必要性はない。
【００１５】
　用語１点対１点通信はここでは専用通信チャネルを通しての２つの加入者局間の通信を
意味するために使用される。
【００１６】
　用語ブロードキャスト通信または１点対多点通信は、ここでは複数の加入者局が１つの
ソースからの通信を受信している通信を意味するために使用される。
【００１７】
　用語パケットはここではデータ（ペイロード）と制御エレメントとを含み、特定フォー
マットに構成される、ビットのグループを意味するために使用される。制御エレメントは
、例えばプリアンブル、品質メトリック、当業者に知られている他のものを含む。品質メ
トリックは、例えば巡回冗長検査（ＣＲＣ）、パリティビット、および当業者に知られて
いる他のものを含む。
【００１８】
　用語アクセスネットワークはここでは基地局（ＢＳ）と１つ以上の基地局制御装置との
集合を意味するために使用される。アクセスネットワークは複数の加入者局間でデータパ
ケットを伝送する。アクセスネットワークは会社イントラネットやインターネットのよう
な、アクセスネットワーク外部の付加的なネットワークにさらに接続されていてもよく、
各アクセスターミナルとこのような外部ネットワークとの間でデータパケットを伝送して
もよい。
【００１９】
　用語基地局はここでは加入者局が通信するハードウェアを意味するために使用される。
セルは用語が使用される状況に応じて、ハードウェアまたは地理的カバレッジ領域に関係
する。セクタはセルの分割区画である。セクタはセルの属性を持つことから、セルに関し
て説明されている教示はセクタに容易に拡張される。
【００２０】
　用語加入者局はここではアクセスネットワークが通信するハードウェアを意味するため
に使用される。加入者局は動的でも、あるいは静的でもよい。加入者局はワイヤレスチャ
ネルを通して、あるいは例えば光ファイバまたは同軸ケーブルを使用するワイヤチャネル
を通して通信する任意のデータデバイスであってもよい。加入者局はさらにこれらに限定
されるものではないがＰＣカード、コンパクトフラッシュ（登録商標）、外部または内部
モデム、あるいはワイヤレスまたはワイヤライン電話機を含む多くのタイプのデバイスの
内、任意のものであってもよい。基地局とのアクティブトラフィックチャネル接続を確立
するプロセス中の加入者局は、接続セットアップ状態にあると言われる。基地局とのアク
ティブトラフィックチャネル接続を確立した加入者局はアクティブ加入者局と呼ばれ、ト
ラフィック状態にあると言われる。
【００２１】
　用語物理チャネルはここでは変調特性およびコーディングに関して説明される、信号が
伝搬する通信ルートを意味するために使用される。
【００２２】
　用語論理チャネルはここでは基地局または加入者局のプロトコルレイヤ内の通信ルート
を意味するために使用される。
【００２３】
　用語通信チャネル／リンクはここでは状況にしたがって物理チャネルまたは論理チャネ
ルを意味するために使用される。
【００２４】
　用語リバースチャネル／リンクはここでは加入者局が信号を基地局に送信する通信チャ
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ネル／リンクを意味するために使用される。
【００２５】
　フォワードチャネル／リンクはここでは基地局が信号を加入者局に送信する通信チャネ
ル／リンクを意味するために使用される。
【００２６】
　用語ソフトハンドオフはここでは加入者局と２つ以上のセクタとの間の通信を意味する
ために使用され、ここで各セクタは異なるセルに属する。リバースリンク通信は両セクタ
により受信され、フォワードリンク通信は２つ以上のセクタのフォワードリンク上で同時
に伝えられる。
【００２７】
　用語ソフターハンドオフはここでは加入者局と２つ以上のセクタとの間の通信を意味す
るために使用され、ここで各セクタは同じセルに属する。リバースリンク通信は両セクタ
により受信され、フォワードリンク通信は２つ以上のセクタのフォワードリンクの内の１
つ上で同時に伝えられる。
【００２８】
　用語消去はここではメッセージの認識を失敗することを意味するために使用される。
【００２９】
　用語専用チャネルはここでは個々の加入者局に特定な情報により変調されるチャネルを
意味するために使用される。
【００３０】
　用語共通チャネルはここではすべての加入者局間で共有される情報により変調されるチ
ャネルを意味するために使用される。
【００３１】
　説明　
　説明したように、ブロードキャストシステムの基本モデルは１つ以上の中央局により扱
われる、ユーザのブロードキャストネットを備え、１つ以上の中央局はある内容、例えば
ニュース、映画、スポーツイベントおよびこれらに類するものを有する情報をユーザに送
信する。各ブロードキャストネットユーザの加入者局は共通のブロードキャストフォワー
ドリンク信号を監視する。図１は通信システム１００の概念的なブロック図を図示してお
り、通信システム１００は本発明の実施形態にしたがって高速ブロードキャストサービス
（ＨＳＢＳ）を実行することができる。
【００３２】
　ブロードキャスト内容はコンテンツサーバ（ＣＳ）１０２において発信される。コンテ
ンツサーバは（示されていない）キャリアネットワーク内またはインターネット（ＩＰ）
１０４の外部に配置されてもよい。内容はパケットの形態でブロードキャストパケットデ
ータサーブノード（ＢＰＤＳＮ）１０６に届けられる。ＢＰＤＳＮは（示されていない）
標準ＰＤＳＮと物理的に同じ場所に配置されても、あるいは同一であってもよいが、ＢＰ
ＤＳＮは標準ＰＤＳＮと論理的に異なっていてもよいことから、用語ＢＰＤＳＮが使用さ
れる。ＢＰＤＳＮ１０６はパケットの宛先にしたがってパケットをパケット制御機能（Ｐ
ＣＦ）１０８に届ける。基地局制御装置は標準音声およびデータサービスに対するもので
あることから、ＰＣＦはＨＳＢＳのために基地局１１０の機能を制御する制御エンティテ
ィである。物理アクセスネットワークとＨＳＢＳの高レベル概念の接続を示すために、図
１ではＰＣＦが基地局制御装置（ＢＳＣ）と物理的に同じ場所に配置され、あるいは同一
なものであるとして示されているが、論理的には異なっている。これは教育学的な目的の
ためだけであることを当業者は理解するであろう。ＢＳＣ／ＰＣＦ１０８はパケットを基
地局１１４に提供する。
【００３３】
　通信システム１００は多数の加入者局１１４により受信することができる高データレー
トが可能なフォワードブロードキャスト共有チャネル（Ｆ－ＢＳＣＨ）１１２を導入する
ことにより高速ブロードキャストサービス（ＨＳＢＳ）を可能とする。用語フォワードブ
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ロードキャスト共有チャネルはここではブロードキャストトラフィックを伝える単一フォ
ワードリンク物理チャネルを意味するために使用される。単一Ｆ－ＢＳＣＨは単一Ｆ－Ｂ
ＳＣＨ内にＴＤＭ方式で多重化された１つ以上のＨＳＢＳチャネルを伝えることができる
。用語ＨＳＢＳチャネルはここではセッションのブロードキャスト内容により規定される
１つの論理ＨＳＢＳブロードキャストセッションを意味するために使用される。各セッシ
ョンは、例えば午前７時－ニュース、午前８時－天気、午前９時－映画などのように、時
間で変化するブロードキャスト内容により規定される。図２はＨＳＢＳのための物理およ
び論理チャネルの既述した概念を図示している。
【００３４】
　図２に図示されているように、ＨＳＢＳは２つのＦ－ＢＳＣＨ２０２上に提供され、Ｂ
ＳＣＨ２０２のそれぞれは個々の周波数ｆｘ、ｆｙ上で送信される。したがって、例えば
、先に言及したｃｄｍａ２０００通信システムでは、このような物理チャネルには例えば
フォワード予備チャネル（Ｆ－ＳＣＨ）、フォワードブロードキャスト制御チャネル（Ｆ
－ＢＣＣＨ）、フォワード共通制御チャネル（Ｆ－ＣＣＣＨ）、他の共通および専用チャ
ネルならびにチャネルの組み合わせが含まれることがある。情報ブロードキャストに対し
て共通および専用チャネルを使用することは、２００１年３月２８日に出願された、“ワ
イヤレスネットワークにおいて専用および共通チャネルを使用するグループ通話のための
方法および装置”と題する仮米国特許出願第６０／２７９，９７０号に開示されており、
この出願は本発明の譲受人に譲渡されている。当業者は他の通信システムが同様な機能を
実現するチャネルを利用し、したがって教示は他の通信システムにも適用可能であること
を理解するであろう。Ｆ－ＢＳＣＨ２０２はブロードキャストトラフィックを伝え、これ
は１つ以上のブロードキャストセッションを含んでいてもよい。Ｆ－ＢＳＣＨ２０２ｂは
１つのＨＳＢＳチャネル２０４ｃを伝え、２つのＨＳＢＳチャネル２０４ａ、２０４ｂは
Ｆ－ＢＣＣＨ２０２ａに多重化される。ＨＳＢＳチャネルの内容はペイロード２０６とヘ
ッダ２０８を含むパケットにフォーマットされる。
【００３５】
　当業者は図２に図示されているＨＳＢＳブロードキャストサービス展開は教育学的な目
的のためだけのものであることを認識するであろう。したがって、所定のセクタでは、Ｈ
ＳＢＳブロードキャストサービスは特定の通信システムの構成によりサポートされる特徴
にしたがっていくつかの方法で展開することができる。構成の特徴には例えばサポートさ
れるＨＳＢＳセッション数、周波数割当数、サポートされるブロードキャスト物理チャネ
ル数、および当業者に知られている他の構成の特徴が含まれる。したがって、例えば、２
つより多い周波数、およびＦ－ＢＳＣＨがセクタに展開されることもある。さらに、２つ
より多いＨＳＢＳチャネルが１つのＦ－ＢＳＣＨに多重化されることもある。さらに、１
つのＨＳＢＳチャネルを、異なる周波数で、セクタ内の１つより多いブロードキャストチ
ャネルに多重化して、これらの周波数に存在する加入者局を取り扱うこともできる。
【００３６】
　前述したように、通信システムはフレームまたはブロックで情報を送信することが多く
、これらは通信チャネルに影響を与える有害な条件に対してエンコーディングすることに
より保護される。このようなシステムの例は、ｃｄｍａ２０００、ＷＣＤＭＡ、ＵＭＴＳ
を含む。図３に図示されているように、より高いレイヤで発信される、送信されるべき情
報のビットストリーム３０２は物理レイヤ上の（内部）エンコーダ３０４に提供される。
エンコーダは長さＳのビットのブロックを受け入れる。Ｓビットのこのブロックには一般
的にいくつかのオーバーヘッド、例えば内部エンコード用テールビット、内部デコーダを
助けるために受信側の内部デコーダがデコーディングの成功または失敗を確認するのを助
ける巡回冗長検査（ＣＲＣ）、当業者に知られている他のオーバーヘッド情報が含まれる
。エンコーダはＳビットを選択されたコードでエンコードし、これは長さＰ＝Ｓ＋Ｒのエ
ンコード化ブロックとなり、ここでＲは冗長ビットの数を示す。当業者は実施形態がレイ
ヤモデルに関して説明されているが、これは教育学的な目的のためであり、物理レイヤに
関して説明されているさまざまな例示的な論理ブロック、モジュール、回路およびアルゴ
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リズムステップが電子ハードウェア、コンピュータソフトウェアまたは両者の組み合わせ
として実現されることを理解するであろう。したがって、例えば、内部エンコーダ３０４
は汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積回路（ＡＳＩ
Ｃ）、フィールドプログラム可能なゲートアレイ（ＦＰＧＡ）、または他のプログラム可
能な論理デバイス、ディスクリートゲートまたはトランジスタ論理回路、ディスクリート
ハードウェア構成要素、あるいはここで説明されている機能を実行するように設計されて
いるこれらの任意の組み合わせで、構成または実行してもよい。汎用プロセッサはマイク
ロプロセッサであってもよいが、代わりに、プロセッサは任意の従来のプロセッサ、制御
装置、マイクロ制御装置、あるいは状態マシーンであってもよい。プロセッサは計算デバ
イスの組み合わせ、例えばＤＳＰとマイクロプロセッサとの組み合わせ、複数のマイクロ
プロセッサ、ＤＳＰコアを備えた１つ以上のマイクロプロセッサ、あるいはこのような構
成の他の任意のものとしても構成することができる。
【００３７】
　本発明の１つの実施形態にしたがうと、図４に図示されているように、送信されるべき
情報のビットストリーム４０２が外部デコーダ４０６により最初にエンコードされ、エン
コード化ストリームが、物理レイヤ４０８に存在する（示されていない）内部エンコーダ
に提供される。より高いレイヤで発信される、送信されるべき情報のビットストリーム４
０２は送信バッファ４０４に提供される。送信バッファは図５でさらに詳細に図示されて
いる。図５を参照すると、ビットは（図４の）送信バッファ４０４のシステマティック部
分５０４（１）を左から右に行毎に満たす。システマティック部分５０４（１）は長さＬ
のｋ行５０８を含む。１つの実施形態では、図５に図示されているように、バッファの長
さＬはオーバーヘッド（内部デコーダを助けるＣＲＣおよび内部エンコーダのためのテー
ルビット）がない無線フレームの長さに一致する。図４に戻って参照すると、いったん（
図５の）システマティック部分５０４（４）が一杯になると、外部ブロックエンコーダ４
０６は（図５の）システマティック部分５０４（１）におけるビットの列方向エンコーデ
ィングを実行して、パリティビットの（図５の）（ｎ－ｋ）追加行５１０を発生させるよ
うに起動される。この列方向動作はバイナリ外部コード、すなわちｍ＝１に対して列毎に
実行される。非バイナリコード、すなわちｍ＞１に対して、行における列に隣接するすべ
てのｍはｍビットシンボルとして取り扱われる。上位ｋ行に沿ったｍビットシンボルは外
部エンコーダにより読み取られて、ｎ－ｋのｍビットシンボルが生成され、これらの列の
対応する下位ｎ－ｋ行を満たす。
【００３８】
　他の実施形態では、バッファの長さＬは、内部コード化フレームが伝えるビット数を、
外部エンコーダコードの次元ｍにより割ったものに等しい。この実施形態では、バッファ
全体が送信されるまで、ＴＸバッファからの第１のｍ行は第１の内部コード化フレームで
送信され、ビットの第２のｍ行は第２の内部コード化フレームで送信される。図４に戻っ
て参照すると、いったん（図５の）システマティック部分５０４（４）が一杯になると、
外部ブロックエンコーダ４０６は、（図５の）システマティック部分５０４（１）におけ
るビットの列方向エンコーディングを実行して、パリティビットの（図５の）ｍ（ｎ－ｋ
）追加行５１０を発生させるように起動される。この列方向動作はバイナリ外部コード、
すなわちｍ＝１に対して列毎に実行される。非バイナリコード、すなわちｍ＞１に対して
、列のすべてのｍ行はｍビットシンボルを形成する。列における上位ｋｍ行からのｋシン
ボルは外部エンコーダにより読み取られて、（ｎ－ｋ）ｍビットシンボルが生成され、こ
の列の対応する下位ｍ（ｎ－ｋ）行を満たす。
【００３９】
　１つの実施形態では、外部エンコーダはシステマティックリードソロモン（Ｒ－Ｓ）を
備える。送信バッファ４０４の内容は物理レイヤ４０８に提供される。物理レイヤ４０８
では、個々のフレームは（示されていない）内部エンコーダによりエンコードされ、これ
はエンコード化フレームになる。内部デコーダの構造は、例えば図３の構造であってもよ
い。バッファのシステマティック行とパリティ行を送信中にインターレースして、内部コ
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ード消去の総数が外部コードの訂正能力を越えるときに多量のシステマティック行が消去
される機会を減少させてもよい。フレームは選択された変調方式にしたがってさらに処理
される。１つの実施形態では、処理はＩＳ－２０００標準規格にしたがって実行される。
処理されたフレームは通信チャネル４１０を通して送信される。
【００４０】
　送信されたフレームは宛先局で受信され、物理レイヤ４１２に提供される。物理レイヤ
４１２では、個々のフレームが復調され、（示されていない）内部デコーダに提供される
。１つの実施形態では、内部デコーダは各フレームをデコードし、デコーディングが成功
した場合には、正しくデコードされたフレームを出力し、デコーディングが成功しなかっ
た場合には、消去を宣言する。デコーディングの成功または失敗は高い精度で決定されな
ければならない。１つの実施形態では、これは外部エンコーディングの後であって内部エ
ンコーディングの前に、フレーム中に長い（例えば１６ビット）巡回冗長検査（ＣＲＣ）
を含めることにより達成される。しかしながら、当業者はフレーム品質表示のために他の
メカニズムを使用してもよいことを認識するであろう。デコード化フレームから得られる
含められたＣＲＣは、デコード化フレームのビットから計算されるＣＲＣと比較され、２
つのＣＲＣが同一の場合には、デコーディングは成功であると宣言される。物理レイヤに
おける別の処理は内部デコーダ決定の結果にしたがって進行する。
【００４１】
　正しくデコードされたフレームは受信バッファ４１４の適切な行に提供される。すべて
のシステマティックｋフレームが内部デコーダにより正しくデコードされた場合、受信バ
ッファ４１４のシステマティック部分４１４（１）からのシステマティックフレームは外
部デコーディングを行うことなく、別の処理のために（示されていない）上位レイヤに送
られる。
【００４２】
　内部デコーダがフレームをデコードできない場合には、デコーダは消去を宣言し、外部
ブロックデコーダ４１６にフレームが失われていることの表示を提供する。プロセスは、
消去されたシステマティックフレームが存在するときに、正しく受信されて受信バッファ
４１４のパリティ部分４１４（２）に送られた多くのパリティフレームが存在するように
なるまで継続する。受信機は任意の残存フレームの受信を停止し、（示されていない）外
部デコーダは消去されたシステマティックフレームを回復するために起動される。回復さ
れたシステマティックフレームは上位レイヤに送られる。
【００４３】
　受信バッファ４１４中の正しく受信されたフレームの総数がｋより少ない場合には、１
つの実施形態にしたがうと、外部デコーダは起動されない。その理由はデコーディングが
成功する保証がないからである。失われているビットの表示を伴う正しく受信されたシス
テマティックフレームはより高いレイヤに送られる。他の実施形態では、受信機は（失敗
したＣＲＣ検査により示されているように信頼できない）内部デコーダからのデコード化
ビットを使用して、システマティックビットに対するビットを回復する。１つの実施形態
にしたがうと、受信機は内部デコーダからの信頼できないビットをデコードし、最も可能
性のあるコードワードを発見する。他の実施形態では、受信機はバッファ中の消去された
フレームの信号品質の測定値を使用して、最高の信号対雑音比を持ち、十分なエラーで受
信されたフレームを選択し、ｋ行のサブバッファを形成する。受信機はビットフリッッピ
ング（一度に１つの列で、０のビット値をビット値１に変更し、この逆の変更もする）を
実行し、ビットフリッピングがコードワードになったか否かをチェックする。１つの実施
形態では、ビットフリッピングは最も信頼性が低いビットで最初に実行され、ビットの増
加する信頼性の順のビットで継続する。ビットの信頼性は内部デコーディングメトリック
、例えばフレーム中の信号対雑音および干渉比、ヤマモトメトリックのようなもの、再エ
ンコード化シンボルエラーレート、再エンコード化エネルギメトリック、当業者に知られ
ている他のメトリック、あるいはメトリックの組み合わせにしたがって決定されてもよい
。コードワードが発見されなかった場合には、ビットフリッピングは信頼性がないすべて



(13) JP 4913322 B2 2012.4.11

10

20

30

40

50

の行に対して残りのすべての列を通して継続する。コードワードが発見されなかった場合
には、ビットフリッピングは、コードワードが発見されるか、あるいはすべての組み合わ
せが使い尽くされるまで、フリップされたビットの増加した数（すなわち、ビットの最高
数まで、一度に２ビット変更すると、３ビット）で継続する。他の実施形態では、信頼で
きない行からのＣＲＣを使用して、この状況におけるデコーディングの全体的な成功をチ
ェックする。フレームは、すべての行からのＣＲＣが一致する場合のみ、より高いレイヤ
に送られ、そうでなければ、信頼性のある行からのビットのみがより高いレイヤに送られ
る。
【００４４】
　デコーディングの信頼性を向上させるために、他の実施形態では、復調および内部デコ
ーディングはバッファ中のｋよりも多い正しく受信されたフレームに対して実行される。
さらに別の実施形態では、復調および内部デコーディングはバッファ中のすべてのフレー
ムに対して実行される。両実施形態において、外部デコーディングは最高品質を持つｋ（
またはｋｍ）行において実行される。品質は内部デコーディングメトリック、例えばフレ
ーム中の信号対雑音および干渉比、ヤマモトメトリックのようなもの、再エンコード化シ
ンボルエラーレート、再エンコード化エネルギメトリック、当業者に知られている他のメ
トリック、あるいはメトリックの組み合わせにしたがって決定されてもよい。品質推定の
ために品質メトリックを使用することは、“可変レート通信システムにおいて受信データ
のレートを決定する方法および装置”と題する米国特許第５，７５１，７２５号、および
“通信受信機において送信された可変レートデータのデータレートを決定する方法および
装置”と題する米国特許第５，７７４，４９６号で詳細に開示されており、この両米国特
許は本発明の譲受人に譲渡されている。
【００４５】
　バッテリ電力節約　
　加入者局に対する重要な要求は低バッテリ電力消費である。先に説明したエンコーディ
ング方法は、ｎよりも少ない正しく受信されたフレームが１つの送信バッファ当たりシス
テマティック情報をデコーディングするのに十分であることを確実にする。結果として、
加入者局がｎのすべてのフレームを受信して、送信情報をデコードする必要はない。加入
者局が例えばフレームのエンコーディングレートから冗長量を決定したとき、外部デコー
ダが正しくデコードするために、加入者局は正しく受信されなければならない、すなわち
内部デコーダにより正しくデコードされたと宣言されなければならないフレームの数を決
定する。加入者局は当業者に知られているいくつかの方法によりエンコーディングレート
を決定してもよい。したがって、例えば、１つの固定されたエンコーディングレートのみ
が存在していてもよい。１つより多いレートが使用される場合には、加入者局はブライン
ドレート決定を使用することができ、あるいは可能性あるデータレートが発信局により加
入者局に提供される。さらに、冗長量についての情報が加入者局に提供されてもよい。
【００４６】
　いったん、加入者局が内部デコーダにより正しくデコードされたフレームの決定された
数を受信バッファ４１４（システマティック部分４１４（１）とパリティ部分４１４（２
）の両方）に蓄積すると、加入者局は追加フレームの受信および内部デコーディングを終
了する。したがって、バッテリ電力節約が達成される。加入者局は送信バッファ４０４に
おけるフレームの数と受信したフレームの数を知っていることから、加入者局が新しいシ
ステマティック情報を含むフレームの受信および内部デコーディングを開始する必要があ
る時間を決定してもよい。
【００４７】
　ＨＳＢＳは従来の通信システムサービス、例えば音声、ショートメッセージシステム、
データ、当業者に知られている他のサービスに加えて提供されることから、加入者局はＨ
ＳＢＳに関係している間にこのような従来のサービスを受信できることが要求される。し
たがって、加入者局はシグナリングメッセージを受信できることが必要である。ブロード
キャストサービスにおけるシグナリングは、２００１年８月２０日に出願され、“ブロー
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ドキャスト通信システムにおけるシグナリングのための方法およびシステム”と題する同
時継続中の出願番号第０９／９３３，９７８号において詳細に開示されており、この出願
は本発明の譲受人に譲渡されている。シグナリングアクティビィティには、例えばページ
ングメッセージ受信、ページングメッセージに対する応答、システム構成を含むオーバー
ヘッドメッセージ受信、同じまたは異なる周波数における隣接システムに対するサーチ、
当業者に知られている他のシグナリングが含まれる。先に説明したように、加入者局はバ
ッファ中に十分なフレームを蓄積した後に受信アクティビィティを中止し、したがってシ
グナリング情報を失うかもしれない。
【００４８】
　結果として、１つの実施形態では、ブロードキャストチャネルを受信している加入者局
が実行しなければならないシグナリングアクティビィティは、加入者局がブロードキャス
トチャネルを受信している可能性が最も高い時間の間に実行される。加入者局がブロード
キャストチャネルを受信している可能性が最も高い時間は、通常、システマティック行が
あるバッファの部分が空中を通して送信されるときである。代わりに、加入者局は予め規
定された時間においてブロードキャストチャネルを受信するように課せられる。したがっ
て、加入者局がブロードキャストチャネルを受信するように課せられている時間より前に
加入者局がフレームの受信を終了していないことを加入者局は確認しなければならない。
【００４９】
　共通ブロードキャストフォワードリンク上のハードハンドオフ　
　共通ブロードキャストフォワードリンク性能を向上させるために、異なるセクタのオー
バーラップされたカバレッジ領域においてソフトおよびソフターハンドオフが望まれる。
ソフトハンドオフプロセス中に１つより多い基地局を通して加入者局との通信を提供する
方法およびシステムは、２００１年８月２０日に出願され、“ブロードキャスト通信シス
テムにおけるハンドオフのための方法およびシステム”と題する同時継続中の出願番号第
０９／９３３，６０７号で開示されており、この出願は本発明の譲受人に譲渡されている
。
【００５０】
　説明したソフトおよびソフターハンドオフ方法は望ましいものであるが、加入者局は送
信情報における不連続性を経験しないことから、このような方法はブロードキャスト通信
システムにおいて常に利用できない。加入者局は同期送信のみをソフト合成し、結果とし
て、加入者局は同じソフトハンドオフ（ＳＨＯ）グループに属する基地局間でのみソフト
およびソフターハンドオフを実行するかもしれない。ここで使用されているように、ＳＨ
Ｏグループは共通ブロードキャストフォワードリンクを同時かつ同期して送信しているす
べての基地局のグループを意味する。図６は２つのＳＨＯを図示しており、一方はＢＳ1

、ＢＳ2およびＢＳ3　を含み、他方はＢＳ4、ＢＳ5、ＢＳ6およびＢＳ7を含む。結果とし
て、加入者局がＳＨＯグループ１　６０２のカバレッジ領域からＳＨＯグループ２　６０
４のカバレッジ領域への境界を横切る場合に、ハードハンドオフが要求される。
【００５１】
　先に説明したエンコーディング方法の使用は、加入者局が送信情報における非連続性を
経験しないか、あるいは非連続性が生じた場合にこのような非連続性を最小にする可能性
を増加させる。
【００５２】
　図７は（図６からの）ＳＨＯグループ１　６０２およびＳＨＯグループ２　６０４間の
非同期送信を図示している。ＳＨＯグループ１　６０２の基地局からの送信は、ＳＨＯグ
ループ２　６０４の基地局からの送信に対して遅延される。（示されていない）加入者局
はＳＨＯグループ１　６０２の基地局からの送信を監視する。時間ｔ0において、加入者
局は、異なるＳＨＯグループへのハードハンドオフが示されることを決定する。ハンドオ
フは例えば受信された送信の品質メトリックがしきい値より下に落ちたときに示される。
加入者局はソフトハンドオフが可能か否かを決定する。１つの実施形態にしたがうと、加
入者局は現在の基地局により送信されるＨＳＢＳ隣接構成インジケータの値（ＮＧＨＢＲ
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＿ＣＯＮＦＩＧ＿ＨＳＢＳ）にしたがって隣接セクタの構成を決定する。このような方法
は、２００１年８月２０日に出願され、“ブロードキャスト通信システムにおいてハンド
オフするための方法およびシステム”と題する、先に引用した同時継続中の出願番号第０
９／９３３，６０７号で詳細に説明されており、この出願は本発明の譲受人に譲渡されて
いる。加入者局がデコーディングのためにバッファ１　７０２（１）に十分な良好フレー
ムを蓄積した時間ｔ1まで、加入者局はバッファ１　７０２（１）のフレームを蓄積し続
ける。これにはパケットＰ0７０４（２）、Ｐ1（これはバッファ０　７０２（０）中の部
分Ｐ1-1７０４（４）とバッファ１　７０２（１）中の部分Ｐ1-2７０６（２）で送信され
たもの）、およびＰ3７０６（４）が含まれる。シンボルＰはバッファのシステマティッ
ク部分を示し、シンボルＲは冗長部分を示す。加入者局は時間ｔ2において、ハードハン
ドオフを開始し、ＳＨＯグループ２　６０４の基地局による送信を捕捉する。間隔Δｔ＝
ｔ2－ｔ1は加入者局が実行するハンドオフのタイプ、例えば周波数間ハードハンドオフ、
同一周波数ハンドオフ、加入者局と基地局の設計、および当業者に知られている他の基準
に依存する。ハンドオフを実行する他の方法は、２００１年８月２０日に出願され、“ブ
ロードキャスト通信システムにおいてハンドオフするための方法およびシステム”と題す
る先に引用した同時継続中の出願第０９／９３３，６０７号で説明されており、この出願
は本発明の譲受人に譲渡されている。したがって、時間ｔ2において、加入者局はＳＨＯ
グループ２　６０４の基地局により送信されるフレーム７１２の受信を開始する。この発
明の実施形態にしたがったエンコーディングの訂正能力のために、受信フレームはバッフ
ァ１　７１６（４）のパケットＰ2７１６（２）、Ｐ3７１６（４）を正しくデコードする
のには十分であるかもしれない。加入者局はいくつかの複製パケットを廃棄する。当業者
は、ＳＨＯグループ１　６０２の基地局からの送信がＳＨＯグループ２　６０４の基地局
からの送信に対して進んでいるシナリオにおいて、先に開示した原理を適用できることを
認識するであろう。
【００５３】
　周波数間ハードハンドオフ　
　加入者局が現在通信している通信システムの境界の外側を移動する場合、もし存在する
のであれば、隣接システムに通話を移すことにより通信リンクを維持することが望ましい
。隣接システムは任意のワイヤレス技術を使用してもよく、その例はＣＤＭＡ、ＮＡＭＰ
Ｓ、ＡＭＰＳ、ＴＤＭＡまたはＦＤＭＡである。隣接システムが現在のシステムと同じ周
波数帯でＣＤＭＡを使用している場合には、システム間ソフトハンドオフを実行すること
ができる。システム間ソフトハンドオフが利用できない状況では、通信リンクはハードハ
ンドオフを通して移され、現在の接続は新しい接続がなされる前に壊される。典型的なハ
ードハンドオフ状況の例には、（１）加入者局がＣＤＭＡシステムによりサービスされる
地域から代わりの技術を使用するシステムによりサービスされる地域に移動している状況
、（２）異なる周波数帯を使用する２つのＣＤＭＡシステム間で通話が移される状況（周
波数間ハードハンドオフ）が含まれる。
【００５４】
　周波数間ハードハンドオフは同じＣＤＭＡシステムの基地局間でも生じることがある。
例えば、ダウンタウン領域のような高需要の地域は、それを取り巻く郊外よりも、サービ
ス需要に対してより多くの数の周波数を必要とする。システム全体を通して利用可能なす
べての周波数を展開することはコスト効果が良くないかもしれない。高密集領域のみに展
開される周波数で発信されている通話は、ユーザが余り密集していない領域に移動すると
きに、ハンドオフされなければならない。他の例は、システム境界内の周波数で動作する
マイクロ波または他のサービスのものである。ユーザが他のサービスからの干渉を被る領
域に移動するときに、ユーザの通話は異なる周波数にハンドオフされる必要があるかもし
れない。
【００５５】
　より大きな成功確率でハードハンドオフ試行を実行する方法は、“通信システム間で移
動体アシストハードハンドオフを実行する方法および装置”と題する米国特許第５，９９
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９，８１６号で開示されており、この米国特許は本発明の譲受人に譲渡されている。第５
，９９９，８１６号特許では、加入者局はハードハンドオフ宛先システムの周波数に一時
的に同調して、関連基地局をアクティブセットに含めるために、その周波数で利用可能な
パイロット信号をサーチする。サーチが成功し、少なくとも１つの関連基地局がアクティ
ブセットに含めるべき基準を満たす場合には、加入者局は基地局を捕捉する。ハードハン
ドオフ試行が成功しない場合には、加入者局は情報を有する元のシステムに戻り、元のシ
ステムはこの情報を使用して将来のハンドオフ試行の実行を助ける。代わりに、ハンドオ
フ試行を行うことなく、加入者局は宛先システムをサーチする。サーチタスクが完了した
後に、加入者局は元の周波数に戻って、現在の通信を再開する。代わりの周波数に戻る間
、加入者局により発生された、あるいは基地局により送信されたデータのいくつかのフレ
ームが損なわれる。典型的に、基地局は加入者局がサーチする可能性があるオフセットの
サブセットのみを提供する。そうであっても、ハンドオフ試行またはサーチの期間はデー
タの多数のフレームを潜在的に損なう程に長くなることがある。
【００５６】
　結果として、より成功する可能性が高いハードハンドオフ試行を実行するための改良さ
れた方法は“オフラインサーチを使用して移動局アシストハードハンドオフを実行する方
法および装置”と題する米国特許第６，１３４，４４０号に開示されており、この米国特
許は本発明の譲受人に譲渡されている。米国特許第６，１３４，４４０号では、代わりの
周波数帯でパイロット信号をサーチするように命令した後に、加入者局はその代わりの周
波数に同調し、到来データをサンプリングし、これらのサンプルをメモリに記憶させる。
加入者局が代わりの周波数に同調されている時間の間に、フォワードリンク上で加入者局
に送信されているすべてのデータは失われる。同様に、加入者局により送信された何らか
のリバースリンクデータが代わりの周波数で送信される。したがって、このようなリバー
スリンクデータは発信基地局において受信されない。十分な数のサンプルが記憶されたと
きに、加入者局は発信周波数に戻る。このとき、フォワードリンクデータは再度加入者局
により受信され、リバースリンクデータの発信基地局への送信は成功する。発信周波数に
戻った後、加入者局におけるサーチャーは、その後、代わりの周波数から集められた記憶
データを利用してパイロット信号オフセットをサーチするために使用される。本発明にし
たがうと、代わりの周波数における情報をサンプリングして記憶するのに必要な時間が比
較的短期間であることから、アクティブ通信リンクは壊れない。後続のオフラインサーチ
により影響されるアクティブ通信リンクはない。リアルタイムでパイロット信号をアクテ
ィブにサーチするのに要求されるよりも、代わりの周波数におけるデータをサンプリング
するためにより短い時間が要求されることから、また、加入者局が代わりの周波数に同調
されている間のみ通信リンクがハードハンドオフプロセスにより損なわれることから、発
信システムにおけるフォワードリンクおよびリバースリンクの中断は最小にされる。実際
、最新の通信システムにおいて使用されるエラー訂正コーディングは、サンプリング時間
が十分に短い場合に、代わりの周波数をサンプリングすることにより導入されるすべての
エラーを削除する。
【００５７】
　先に説明したエンコーディングを使用して、この方法は先に説明した両同時継続中の出
願で掲示されているサーチ方法を改良する。加入者局はすべてのシステマティック情報を
回復するために、送信機バッファ４０４からのｎのすべてのフレームを蓄積する必要はな
いことから、いったん加入者局が内部デコーダにより正しくデコードされる決定された数
のフレームを図４の受信バッファ４１４（システマティック部分４１４（１）とパリティ
部分４１４（２）の両方）に蓄積すると、加入者局は追加フレームの受信を終了してもよ
い。加入者局は送信バッファ４０４中のフレーム数と受信したフレーム数を知っているこ
とから、加入者局は新しいシステマティック情報を含むフレームの受信および内部デコー
ディングを開始する必要がある時間を決定してもよい。加入者局は追加フレームの受信を
終了する時間とフレームの受信および内部デコーディングを再開する時間との間の時間を
使用して、米国特許第５，９９９，８１６号と第６，１３４，４４０号に開示されている
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概念にしたがってハンドオフ／サーチを実行してもよい。
【００５８】
　結果として、いったん加入者局が内部デコーダにより正しくデコードされたフレームの
決定された数を蓄積し、加入者局が受信および内部デコーディングを開始する必要がある
ときに、加入者局は追加フレームの受信を終了する。加入者局は宛先システムの周波数に
同調する。宛先システムに関係する情報は例えば発信システムから得ることができる。加
入者局が宛先システムに同調してハンドオフを実行した場合に、加入者局は宛先システム
の少なくとも１つのセクタを捕捉するように試みる。宛先システムの少なくとも１つのセ
クタが、例えば宛先システムの少なくとも１つのセクタの最小パイロット信号強度により
測定されて捕捉された場合、ハンドオフは成功したと考えられ、加入者局は宛先システム
上に残り、捕捉されたセクタからのチャネル上でサービスの受信を開始する。さもなけれ
ば、加入者局は宛先システムの周波数での信号の受信と信号の記憶を開始する。加入者局
は要求される時間に対して、または加入者局が発信システム中のセクタに再度同調して戻
る必要があるまで、記憶を実行する。加入者局は同時にフレームを受信して、記憶された
信号を解析してハンドオフするための宛先システム中のセクタを識別する。加入者局は説
明した方法を繰り返して、解析により識別されたセクタへのハンドオフを行う。
【００５９】
　当業者は、本発明の実施形態は、本発明のエンコーディング－デコーディングが特定の
チャネルにより利用される限り、共通ブロードキャストチャネル上でのハードハンドオフ
およびトラフィックチャネル上でのハンドオフに等しく適用可能である。
【００６０】
　ページング　
　図６に図示されているように、ＳＨＯグループ中のすべての加入者局は、他の加入者局
との通信に係属中の共通ブロードキャストフォワードリンクを監視しているか、あるいは
ページングチャネルを監視している。加入者局が監視しているページングチャネルは通信
システムに知られている。ページングチャネルは、ページングチャネルを監視しており、
現在の通信システム、例えばＩＳ－２０００、ＷＣＤＭＡ、ＵＭＴＳにより利用される方
法にしたがって他の加入者局との通信に係属している加入者に割り当てられる。付加的に
／代わりに、加入者へのページングチャネルは２００１年８月２０日に出願され、“ブロ
ードキャスト通信システムにおいてシグナリングするための方法およびシステム”と題す
る同時継続中の出願第０９／９３３，９７８号に開示されている方法にしたがって割り当
てられ、この出願は本発明の譲受人に譲渡されている。結果として、任意の加入者にペー
ジングすることが可能である。
【００６１】
　１つの実施形態にしたがうと、共通ブロードキャストチャネルは共通ブロードキャスト
フォワードリンクを監視している加入者局にページングするために利用される。図４を参
照して説明したように、パケットに組織化されているＨＳＢＳチャネルはＦ－ＢＳＣＨに
多重化される。したがって、ＨＳＢＳチャネルを受信している加入者局はシグナリングメ
ッセージ、例えばＨＳＢＳチャネル内容を伝えるパケットからのページングメッセージを
伝えるパケットを識別できなければならない。１つの実施形態にしたがうと、ある値、例
えば‘０００’のＢＳＲ＿ＩＤはパケットの内容がシグナリング（ページング）情報を伝
えることを示すために確保される。このアプローチの欠点は、パケットの内容がＳＨＯグ
ループに同期化されることから、それらに向けられているか否かにかかわらず、ＳＨＯグ
ループにおけるすべての加入者局は同じページング情報を受信することである。パケット
当たりのペイロードが限定されていることから、ページング情報を伝えるいくつかのパケ
ットを用いてＳＨＯグループ中のすべての加入者にページングするかもしれない。これに
よりＨＳＢＳチャネル内容が遅延し、これはある応用では望ましいものではない。
【００６２】
　結果として、他の実施形態にしたがうと、ＳＨＯグループのセクタにより送信されるＨ
ＳＢＳチャネルのパケットの内容は、予め規定された周期間隔で非同期化される。結果と
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して、パケットの内容は各セクタで異なることがあり、よって、セクタ毎のベースで加入
者局にページングすることを可能にする。周期間隔は予め規定されることから、加入者局
にはその間隔で送信されるパケットがシグナリング情報を伝えることが分かる。
【００６３】
　図５に戻って参照すると、１つの実施形態では、送信バッファ５０２のパリティ部分５
０６におけるいくつかの予め定められた行はページング情報で置換される。ページング情
報を伝えていることを加入者局が知っているパケットに加入者局が出会ったとき、加入者
局は予め定められた行をシグナリング情報として解釈する。パリティ部分５０６における
いくつかの予め定められた行が置換されているため、情報ビットは保護されておらず、消
去されるかもしれない。しかしながら、ページング情報は数パケットで伝えられることか
ら、基地局はシグナリング情報とＨＳＢＳ内容の両方を伝えているパケットが送信されて
いる時間に対して電力を増加させて、エンコーディングによる保護の損失を補償してもよ
い。
【００６４】
　代わりに、外部エンコーダはＨＳＢＳ内容情報を伝えるパケットに対する冗長性よりも
少ない、ＨＳＢＳ内容とページング情報の両方を伝えるパケットに対する冗長性を持つ情
報行をエンコードすることができる。したがって、送信バッファ５０２のパリティ部分５
０６の（ｎ－ｋ）よりも少ない行はパリティ情報で満たされる。パリティビットにより使
用されない行はページング情報に対して使用されてもよい。ＨＳＢＳ内容とページング情
報の両方を伝えるパケットの保護はＨＳＢＳ内容情報を伝えるパケットのものよりも少な
いが、エンコーディングレートは通常のチャネル条件の下で満足されるように設計されて
もよい。さらに、基地局はシグナリング情報とＨＳＢＳ内容の両方を伝えているパケット
が送信されている時間に対して電力を増加させて、より少ないエンコーディングによる保
護の損失を補償してもよい。
【００６５】
　他の実施形態にしたがうと、ページング情報の送信に対して予め規定された周期間隔の
必要性はない。ＨＳＢＳ内容情報を伝えるパケットは１つのエンコーディングレートでエ
ンコードされ、ページング情報を伝えるパケットは他のレートでエンコードされる。加入
者局は第１のレート仮定にしたがって受信パケットをデコードしようと試行する。デコー
ディングが成功した場合には、パケットはレート仮定とパケット内容との間の関係にした
がって処理される。デコーディングが成功しなかった場合には、加入者局は第２のレート
仮定にしたがって受信パケットをデコードしようと試行する。デコーディングが成功した
場合には、パケットはレート仮定とパケット内容との関係にしたがって処理される。さも
なければ消去が宣言される。
【００６６】
　当業者は、理解のためにフローチャート図は連続順で図示されているが、あるステップ
は実際の構成では並行に実行することができることを理解するであろう。さらに、そうで
ないと示されない限り、方法ステップは本発明の範囲を逸脱することなく交換可能である
。
【００６７】
　当業者は情報と信号はさまざまな異なる科学技術および技術の任意のものを使用して表
すことができることを理解するであろう。例えば、先の説明を通して言及されているかも
しれない、データ、命令、コマンド、情報、信号、ビット、シンボル、およびチップは、
電圧、電流、電磁波、磁界または磁粒子、光界または光粒子、あるいはこれらの任意の組
み合わせにより表してもよい。
【００６８】
　当業者は、ここで開示されている実施形態に関係して説明された、さまざまな例示的な
論理ブロック、モジュール、回路およびアルゴリズムステップは、電子ハードウェア、コ
ンピュータソフトウェア、またはこの両者の組み合わせとして実現してもよいことをさら
に理解するであろう。ハードウェアとソフトウェアのこの互換性を明確に例示するために
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、一般的に機能性の観点から、さまざまな例示的な構成要素、ブロック、モジュール、回
路、およびステップを上記で説明した。このような機能性がハードウェアまたはソフトウ
ェアとして実現されるか否かは、特定の応用およびシステム全体に課される設計制約に依
存する。当業者はそれぞれ特定の応用に対してさまざまな方法で説明した機能性を構成し
てもよいが、このような構成の決定は本発明の範囲の逸脱を生じさせるものではないもの
と解釈すべきである。
【００６９】
　ここで開示されている実施形態に関係して説明された、さまざまな例示的な論理ブロッ
ク、モジュール、および回路は、汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、
特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ）、フィールドプログラム可能なゲートアレイ（ＦＰＧ
Ａ）または他のプログラム可能な論理デバイス、ディスクリートゲートまたはトランジス
タ論理回路、ディスクリートハードウェア構成要素、あるいはここで説明されている機能
を実行するように設計されているこれらの任意の組み合わせで、構成または実行してもよ
い。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであってもよいが、代わりに、プロセッサは任
意の従来のプロセッサ、制御装置、マイクロ制御装置、あるいは状態マシーンであっても
よい。プロセッサは計算デバイスの組み合わせ、例えばＤＳＰとマイクロプロセッサとの
組み合わせ、複数のマイクロプロセッサ、ＤＳＰコアを備えた１つ以上のマイクロプロセ
ッサ、あるいはこのような構成の他の任意のものとしても構成することができる。
【００７０】
　ここで開示されている実施形態に関係して説明された、方法またはアルゴリズムのステ
ップはハードウェアで直接的に、プロセッサにより実行されるソフトウェアモジュールで
、あるいはこれら２つの組み合わせで具体化してもよい。ソフトウェアモジュールはＲＡ
Ｍメモリ、フラッシュメモリ、ＲＯＭメモリ、ＥＰＲＯＭメモリ、ＥＥＰＲＯＭメモリ、
レジスタ、ハードディスク、除去可能なディスク、ＣＤ－ＲＯＭ、あるいは技術的に知ら
れている記憶媒体の他の任意の形態に存在していてもよい。例示的な記憶媒体は、プロセ
ッサが記憶媒体から情報を読み出し、記憶媒体に情報を書き込むことができるようにプロ
セッサに結合される。代わりに、記憶媒体はプロセッサに集積されてもよい。プロセッサ
と記憶媒体はＡＳＩＣに存在していてもよい。ＡＳＩＣはユーザターミナルに存在してい
てもよい。代わりに、プロセッサと記憶媒体はユーザターミナル中のディスクリート構成
要素として存在していてもよい。
【００７１】
　開示されている実施形態の先の説明は、当業者が本発明を作りまたは使用できるように
提供されている。これらの実施形態に対するさまざまな修正は当業者に容易に明らかにな
るであろう。ここで規定されている一般的な原理は本発明の精神および範囲を逸脱するこ
となく、他の実施形態に適用することができる。したがって、本発明はここで示されてい
る実施形態に限定されることを意図しているものではなく、ここで開示されている原理お
よび新規な特徴と矛盾しない最も広い範囲にしたがうべきである。
【００７２】
　この特許文書の開示の部分は、著作権保護を受ける内容を含んでいる。著作権者は、特
許文書または特許開示が特許商標庁のファイルまたは記録に現れるときに、これらの誰か
による複製には異存はないが、そうでなければ、すべての著作権を留保する。
【図面の簡単な説明】
【００７３】
【図１】図１は高速ブロードキャストサービス通信システムの概念的なブロック図を図示
している。
【図２】図２はＨＳＢＳに対する物理チャネルおよび論理チャネルの概念を図示している
。
【図３】図３は先行技術のエンコーディングを図示している。
【図４】図４は本発明の実施形態にしたがった物理レイヤ処理を図示している。
【図５】図５は送信バッファを図示している。



(20) JP 4913322 B2 2012.4.11

【図６】図６はブロードキャスト通信システム中のソフトハンドオフグループの概念を図
示している。
【図７】図７はハードハンドオフに対するタイミング図を図示している。

【図１】 【図２】
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【図３】 【図４】

【図５】 【図６】
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